予算要求資料
平成29年度当初予算　　支出科目　款：総務費　項：企画開発費　目：地域振興対策費
	事業名 清流の国ぎふ大学生等奨学金事業費


この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　　　　　　　　　　　清流の国推進部　清流の国づくり政策課　移住定住係
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電話番号：058-272-1111（内2064）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　E-mail：c11122@pref.gifu.lg.jp 

１　事業費　　105,060千円（前年度予算額：37,800千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	37,800
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	37,800

	要求額
	105,060
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	105,060

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
　   近年、地方の若者が東京をはじめとする都市部に転出・集中しており、本県でも大学へ進学する高校生のうち約８割が都市部等の県外大学へ進学するなど「清流の国ぎふ」の未来を支える人材が流出している。
（２）事業内容

　　県外大学等に進学し、将来的に岐阜県へＵターンして活躍する意思がある者を支援するため、還免免除を前提とした奨学金を貸与し、これらの者の移住定住を促進する。
　 イ　貸与内容
   　・平成29年度新規貸与人数　　　　２００人
　 　・平成28年度からの継続貸与人数　　９０人
・貸与金額　　　月額３万円／人 
 　　・返還期間　　　　　１８年以内
　 　・返還利率　　　　　　　無利子

　ロ　免除条件

　　・卒業後６か月以内に県内に居住及び就業し、その後５年間継続して就業すること　　　

　 ハ　免除額
　　 ・全額

（３）県負担・補助率の考え方

　　　
（４）類似事業の有無  無
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	貸付金
	104,400
	貸付金

	その他
	660
	旅費、通信運搬費等

	
	
	

	
	
	

	合計
	105,060
	


	　決定額の考え方　




事業評価調書
	□  新規要求事業

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	県外大学等に進学し、将来的に岐阜に戻り、岐阜県で活躍する意欲や能力がある方を支援するため奨学金を貸与し、これらの方の修学を容易にするとともに、卒業後の本県への移住を促進する。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目標
	達成率

	県外からの移住者数
	782人
（H26）
	－
	－
	1,192人
（H27）
	6,000人
(H27-31)
	19.9％


	
	
	
	
	
	
	- ％



○指標を設定することができない場合の理由
	


（前年度の取組）

	＜平成28年度貸与実績＞
　■貸与者数　９７名
　　（内訳）・男女別　男性：５４名　　女性：４３名
　　　　　 ・学年別　大学１年：６１名　大学４年：７名
　　　　　　　 　　　大学２年：１６名　短大１年：２名
　　　　　　　　　　 大学３年：１１名


（前年度の成果）

	・応募定員１００名に対して、９７名の学生へ奨学金を貸与することができ、将来的に岐阜県で活躍する意思のある者に対する修学の支援ができた。また、制度周知により、Ｕターン就職等の意識づけを啓発する効果があった。


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	全国的に地方から大都市圏へ人が流出する中、県外からの移住促進を図り、地域を支える人材の確保に資する本事業の必要性は非常に高い。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○

	９７名の者に貸与することができ、Ｕターン就職を意識付けることで、今後の移住定住につながることが期待できる。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○

	県外の大学及び県内の高等学校に対して、幅広く本制度を周知するなどしており、効率的かつ効果的な広報が実施できている。また、募集をホームページで公開し、多くの人が申請できる機会を提供している。


（今後の課題）

	事業を効果的に推進するため、県出身の県外大学生への周知、県外大学との協力体制の構築及び県内企業等との連携が必要である。



（次年度の方向性）
	人口減少社会の中で、県外大学生のＵターンを促進することで、継続して県外からの移住促進を図っていく。



